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第 6 次経済・社会開発 5 カ年計画
（2006 〜 2010 年）の成果
　第 8 回党大会の決議，ならびに第 6 期第 1 回国会議決にしたがって実施さ





・ 経済成長：マクロ経済は基本的に安定し拡大を続け，過去 5 年間における
平均経済成長率は 7.9％となった（設定目標は年間 7.5％以上）。2009/10




は 8％，その後の 4 年間は 4 ～ 5％に下がった。要約すれば 5 年間におけ
る商品価格は安定し，また年間インフレ率を経済成長より低く抑えられた
ため消費者の購買力が高まった。
・ 投資：総額 62 兆キープを達成し，第 5 次 5 カ年計画に比べ 2 倍となった。
・ 歳入・歳出計画の実施：5 年間における歳入は 39 兆 4360 億キープ（GDP
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比 17.9％），目標の 110％に相当した。このうち，国内歳入は 31 兆 1680
億キープで目標の 105％に相当する。歳出は 5 年間で 49 兆 2140 億キー
プ（GDP 比 22.39％），目標の 103％に相当する。財政赤字は GDP 比 4.45％
で減少傾向にある。
・ 輸出・輸入：輸出総額 56 億 9000 万ドルに対し，輸入は 66 億 1000 万
ドルで，貿易赤字は 9 億 2000 万ドル（GDP 比 3.8％）であった。貿易赤









多数誕生した。村レベル職員 2687 人に対する短期法律研修，地方職員 2760
人に対するクムバーン開発計画立案に関する研修を行い，実際に 69 郡の 133
クムバーンで開発計画を作成した。同時に，農家に定期的に栽培方法や家畜
飼育方法に関する研修を実施した。政府はクムバーン開発に対して 491 事業，
1240 億キープの予算を配分した。528 村において総額 425 億 3000 万キー
プの運転資金を持つ村レベルの開発基金を設置した。農業振興銀行は 13 万世
帯の農家に 1 兆 2840 キープを融資した。政策銀行は 6 万 5431 世帯に 8055
億 5000 万キープを融資した。貧困削減基金は，対象 7 県の合計 21 の貧困郡，
161 のクムバーン，1900 村に対して総額 2030 億キープの事業を実施した。
総合的にみると住民の生活は徐々に改善されている。世帯の消費・支出調査に














量が 2005 年比で 3 倍となる 70 万 3000 トンに達した。コーヒー生産
量は年間平均 4 万 5194 トンとなった。また，農産物加工業，パラゴム
やユーカリのような工業植林も促進した。
（ ２） 5 つ の 水 力 発 電 所 が 完 成 し た。 ナ ム マ ン（40MW）， ナ ム ト ゥ ン 2
（1088MW）， セ ー セ ッ ト（76MW）， ナ ム リ ー ク 1・2（100MW） お
よびナムグム 2（615MW）である。この 5 つのダムの総発電能力は
1919MW であり，年間 8022GWH を発電することができる。2010 年
までに全世帯の 72％が電気を利用できるようになった。同期間における
鉱業生産は平均 19.91％増加し，電力・鉱業部門の総付加価値は GDP の
12.6％を占めた。
（３）工業部門の総付加価値は年間 9.4％で成長した。製造業の事業所数は 2
万 4331 カ所で全企業数の 19.2％を占める。手工芸部門は急速に拡大し，




（５）過去 5 年間の外国人観光客は 879 万人，年平均 176 万人となった。外
国人観光客からの収入は年平均 2 億 5804 万ドルであった。
128
（６）ラオス人民民主共和国と友好国および国際機関の経済協力関係は日々拡









遠隔地から貧困郡に至るまで全国各地に拡大している。3 ～ 4 歳児童の
就学率は目標の 10.4% を超え 14.6% に達した。6 ～ 10 歳児童の就学率











153 の労働技術開発センターと職業訓練センターがあり，7 万 4128 人
に対して職業訓練を実施した。これは計画目標を 14.18% 上回っている。
また，計画目標を 2.23％上回るラオス人労働者 55 万 6661 人に対して
雇用を分配し，法律に沿って雇用者と労働者の権利と利益の保護に配慮
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した。2009 年にはラオス国民の 11.74% が社会保険制度に加入し，保
護と管理を受けている。われわれは総勢 1 万 4446 人の革命貢献者に対
する支援政策を実施した。
（４）情報・文化部門は，FM 放送電波塔を 14 カ所増設し全部で 43 カ所となっ
た。その結果，ラジオ電波を全国土の 90% に届けられるようになった。
テレビ電波塔は全部で 36 カ所あり，全国土の 70% に映像を届けること
ができる。ラジオ・テレビ放送の内容も現状に合うように改善され，質
も上昇している。文化は，国民的，進歩的，大衆的特徴を持つ文化とい
う方針に沿って発展している。このほか文化村を 445 村建設し，13 万
1346 の文化家族を形成した。
（５）司法分野では，50 の新しい法律草案と改正法案，20 の国家主席布告，
143 の令，その他 189 の法律文書を研究し，意見を述べた。法律の普及
をのべ 6730 村，113 万 821 人に対して実施した。33 万 2731 の無犯
罪家族，2472 の無犯罪村を設置した。さらに 7895 の村レベルの紛争
解決グループの改善を行った。また，学士レベルの法律家を 1450 人，
中級レベルを 337 人養成し，2687 人に対して 3 カ月間の法律研修を実
施した。
（６）さまざまな種類のスポーツが広く普及し，国民の健康衛生開発に大いに
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に参加した。すなわち，ASEAN 自由貿易地域 (AFTA) への参加を含む ASEAN
との包括的な協力，拡大 ASEAN，カンボジア，ラオス，ベトナム (CLM) の開
発三角地帯，カンボジア，ラオス，ミャンマー，ベトナム (CLMV)，大メコン
川流域圏 (GMS) の枠組みにおける協力などである。このほか，第 1 回クラスター
爆弾禁止条約締結国会議など，多くの地域・国際会議を主催した。
第 2 部
第 7 次経済・社会開発 5 カ年計画
(2011 〜 2015 年 ) の方針任務































1．第 7 次 5 カ年計画の総合目標
（１）国家経済を引き続き発展させ，安定させる。2015 年までに 1 人あたり







2．第 7 次 5 カ年計画の目標
（１）マクロ経済
・GDP の年間成長率は 8％以上とする。うち，農林業は 3.5％増（GDP 比
23％），工業は 15％増（GDP 比 39％），サービス業は 6.5％増（GDP 比
38％）とする。
・インフレ率は経済成長率より低く，対主要通貨の為替レートは± 5％以内
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で安定させる。
・ 歳入は対 GDP 比 19 ～ 21％を達成し，財政赤字を対 GDP 比 3 ～ 5％にする。




・投資の均衡：投資額は（GDP の―翻訳者）32％または 127 兆キープとす
る。このうち，国家予算 10 ～ 12％，ODA 24 ～ 26％，FDI 50 ～ 56％，




・予算の均衡：5 年間の歳入は対 GDP 比 19 ～ 21％，歳出は 22 ～ 25％，
財政赤字を 3 ～ 5％に抑制する。
・輸出入の均衡：開発と投資の必要性に応じた輸出入額を達成する。
・消費・貯蓄の均衡：金融機関における貯蓄率が対 GDP 比 39.5％以上を確
保し，国家積立金を国内歳入の 2 ～ 5％以上とする。
・労働の均衡：2015 年までの労働力需要 317 万人を満たすため，今後 27
万 7000 人を供給する。うち農業部門が 21 万人，工業部門が 1 万 4000 人，


















な手工芸を広く振興する。WTO 加盟や 2015 年の AFTA の参加に備える。
主要目標











・全世帯の 80％が電気を利用できるように，農村・遠隔地への 22KV の中
圧送電線，オフ・グリッド電源の整備を行う。
・発電能力 2865.2MW の 8 つの発電所を完成させる。5015MW を発電で
きる 10 カ所の大規模ダムや中小規模ダム建設の着工を目指す。
・主要鉱物の採掘，加工を行う。たとえば，銅地金（8 万 6200 トン／年），金（6
トン／年），石炭（100~200 万トン／年），銅鉱石（20 万 8000 トン／年），
石灰（60 万／年）などである。



























































・ひとつの郡につき 1 ～ 2 カ所，4 つの内容，4 つの目標に沿った模範村を
建設する。













・初等教育の就学率 98% を達成，前・後期中等教育の就学率 75% を達成す
るよう努力する。










・新生児 1 万人あたりの妊産婦の死亡率を 260 人以下，1 歳未満児の死亡率













・今後 5 年間の労働需要を 330 万人と予測する。そのうち農業部門は 70%，
工業・建設・鉱業部門は 7%，サービス業部門は 23% である。雇用を促進
















・全県におけるテレビ番組の質の改善と，放送時間を少なくとも 1 日 10 時
間に拡大する。受信局を拡大し，国土の 80% でテレビ放送を受信できる
ようにする。
・文化村を 700 村以上建設し，文化家族を 1 万家族以上設置する。中央に
おいて公園を最低 4 カ所建設し，県庁所在地と郡庁所在地に各 1 カ所建


































































































































おく。その際，ASEAN 地域および大メコン川流域圏 (GMS) における協力に重










































５）第 7 次経済・社会開発 5 カ年計画の実施と管理級の分掌
・政府は国会に対して，国家経済・社会開発計画と国家投資計画の実施状況
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を報告する。国会で決議がなされた後，国家経済・社会開発計画と国家投
資計画についての首相令を公布する。
・計画・投資省は，政府が上記の計画についての首相令を公布したのち，国
家経済・社会開発計画，国家投資計画の実施についての詳細な指示を出す。
同時に，政府に対して定期的に計画の実施状況の要約，評価，報告を行う。
・財務省は各省庁，中央，地方組織の国家予算による公共投資プロジェクト
の実行において，予算の提供と活用を管理する。また実施状況を要約し，
政府に定期報告を行うために計画・投資省へ伝える。
・ 各省庁，中央，県，首都レベルの組織は，それぞれの責任領域における経済・
社会開発計画と国家予算，国内民間部門と海外の投資，援助金，借款によ
るプロジェクトの成果を要約し，四半期ごとに計画・投資省へ報告する。
以上　
